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担当部署:　危機管理室　
	処分の概要
	災害の拡大防止措置の指示

	法令名
根拠条項
	災害対策基本法　第59条第1項

	法令番号
	昭和36年法律第223号

	【基準】
　　交野市長は、災害に関する予報又は警報が発せられている場合において、その規模、程度その他の状況を総合的に判断して放置することによって倒壊、損壊その他の被害が生じるおそれがある設備又は施設で、それの倒壊等によって、人命に危害を及ぼす場合や、災害が発生した場合に応急措置又は住民の避難に著しく支障が生じる場合や、他の設備又は施設に著しく被害を及ぼす場合には、災害が発生した場合においてその災害を拡大させるおそれがあると認められる設備又は物件と判断し、その占有者、所有者又は管理者に対し、災害の拡大を防止するため必要な限度において、当該設備又は物件の除去、保安その他必要な措置をとることを指示することができる。
　　また、これは、火災の規模、延焼の状況、飛び火の状況、天候の状況その他火災の状況を総合的に判断して火災が拡大するおそれがある場合において、放置することによって爆発その他の危険を発生させ、又は火災を著しく拡大するおそれのある危険物又は大量の可燃物を保管する設備又は施設で、延焼の方向、火災の規模その他の状況により防災上必要があると市長が認めた場合や、水防に関する予報又は警報が発せられている場合に、その規模、程度その他の状況を総合的に判断して放置することによって河川その他の水防の障害となるおそれがある設備又は施設で、防災上その除去や保安が必要であると市長が認めた場合も同様である。
　　ただし、これらの場合において、除去の指示は、防災上除去することが必要やむを得ない場合に行い、保安の指示は、災害を防止するため必要とする範囲を限度として行うものとする。
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	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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